
今後の新規就農支援策のあり方について
―かみなか農楽舎の事例から考える―

Examine the Way of Supportive Measures for New Farmers

― in Case of KAMINAKA-NOGAKUSYA ―

竹内 純一＊

Ⅰ．かみなか農楽舎の取組内容

Ⅱ．かみなか農楽舎の就農定住事業の取組実績

Ⅲ．今後の新規就農支援策のあり方について

福井県若狭町の「かみなか農楽舎」は，「都市からの若者の就農・定住を促進し，集落を活性

化する」ことを大きな目的として，就農定住事業のための研修事業をメインに据え，その他に①

インターン事業，②体験事業，③農業生産事業，④直販事業の５つの事業を行っている．

特に就農定住事業では卒業生が若狭町の基幹的農業者の大半となるなど大きな成果をあげてい

る．

かみなか農楽舎がこのような大きな成果をあげている要因は，①地元農業者（世話人）の全面

的な関わり，②地元自治体や県などの行政組織の全面的なバックアップである．加えて，①かみ

なか農楽舎自体が有限会社として採算性をもって自立経営している点，②民間株式会社である類

設計室のノウハウを活用していることも注目される．

かみなか農楽舎の取組は，担い手確保において困難を抱えている土地利用型農業について就農

者確保を図るための施策を考える上で大きな示唆を与えてくれるものである．

キーワード：就農定住事業，世話人，土地利用型農業，新規就農支援策
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Ⅰ．かみなか農楽舎の取組内容

１．福井県若狭町の農業の現状

かみなか農楽舎は2001（平成13）年に福

井県（旧）上中町，地元農家，民間企業（類

設計室）が共同出資して，福井県若狭町に設

立された農業生産法人である．設立当初から，

都市からの若者の就農・定住を促進し，地域

集落を活性化する就農定住事業に着手し，こ

の事業を主軸に農業生産や加工だけでなく，

農業体験事業など多角的な農業経営にも取り

組んでいる．

かみなか農楽舎の就農定住事業による新規

就農支援の取組内容を紹介するに先立って，

かみなか農楽舎がある福井県若狭町の農業の

現状を2010年世界農林業センサスから分析

すると

① １経営体当たり1.76�の耕地面積で主に

水稲を作付けするとともに，特産となって

いる梅も栽培していること

② 65歳以上の基幹的農業者の割合が約８

割となっており高齢化が著しいこと

③ 45歳未満の基幹的農業者は平均すると

約３農業集落に１人いる状況

④ １経営体の販売金額は半数が50万円未

満，９割は100～200万円未満であること

⑤ 農産物加工や消費者に直接販売する等に

取り組む経営体が比較的多く見られるが，

大半は梅の加工，販売と考えられる

というのが農業の現状である．

梅生産という特異な産地特性はあるものの，

荒く見れば，若狭町は，都府県の平均的な農

村像を体現している町と言えると思われる．

＜2010年世界農林業センサス＞

①総土地面積 178�

うち耕地面積 2,130�

（耕地率11.9％）

うち田耕地面 1,730�

（水田率81.2％）

②経営耕地面積 1,829�

③農業経営体数 1,041

④販売農家数 979

⑤１経営体当たりの経営耕地面積 1.76�

⑥耕作放棄地 103�

（耕作放棄地率5.3％）

⑦農業集落数 82

⑧農業従事者数 2,716人

うち65歳以上 1,156人

（65歳以上の割合 42.6％）

⑨農業就業人口 1,164人

うち65歳以上 917人

（65歳以上の割合 78.8％）

⑩基幹的農業者数 745人

うち45歳未満 25人

65歳以上 593人

（65歳以上の割合 79.5％）

⑪農産物販売金額第１位の部門別経営体数

単位：経営体
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有限会社 農業生産法人

かみなか農楽舎

⑫農産物販売金額規模別経営体数の割合

単位：％

⑬農産物の出荷先別経営体数

単位：経営体

⑭農業生産関連事業を行っている経営体数

単位：経営体

２．かみなか農楽舎の就農定住事業の取組内容

かみなか農楽舎は，霜中旧上中町長等の地

域活性化のためには農地保全と後継者の育成

が重要であるとの問題意識から構想されたも

のである．かみなか農楽舎は，「都市からの

若者の就農・定住を促進し，集落を活性化す

る」ことを大きな目的として，就農定住事業

のための研修事業をメインに据え，その他に

①インターンシップ事業，②体験事業，③農

業生産事業，④直販事業の５つの事業を行っ

ている．

各事業の内容は以下のとおりである．なお，

本稿の目的から，研修事業については詳述す

るが，他の事業については，簡潔に整理する．

かみなか農楽舎 ５つの事業

①研修事業

ア 研修生の募集

かみなか農楽舎の趣旨・目的を理解し，

将来農業を志す都市の若者（20～30歳

代）を募集する．応募者は100名程度あ

るが，この中から10～30名程度選定し，

１週間程研修生とともに生活しながら農

作業を体験するなかで，農業への熱意や

農楽舎で生活していく資質について判断

される．そして，農楽舎取締役及び若狭

町職員による面接とその後の研修生も参

加した話し合いにより３～５名を採用す

ることとしている．

募集要項によると選考基準は，「将来，

新規就農または我が社の社員を目指し自

主性・協調性・行動力を持った「人材」

を求めています．これからの農業を目指

そうとされている方や農業を通じて起業

しようとされている方で広い視野から挑

戦してみたいと考えておられる人に重き

をおいています．」となっている．
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項目 概要

採用人数 ３名程度

奨励金
（選択制）

法人 ⇒ １年目 ５万円／月・２年目 ７万円／月

青年就農給付金（準備型）⇒１５０万円/年×２年間

住宅・食費 研修棟に個室、自己負担月１万円程度

研修期間 半年、１年、２年 短期から長期まで受け入れ

研修地 若狭町末野ほか

休日、休暇 月４～６日 夏季、冬季、年始

保険制度 国民健康保険・年金に加入、傷害保険は法人負担

参考：就農支度金 町内就農の場合、法人より奨励金の６ヵ月分を給付

参考：新規支援 就農時には様々な補助事業を活用

４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～３月

基本行事

○研修生受け入れ（４月） ○朝市等への出店開始 ○次年度の研修生募集開始 ○次年度の作付計画

○末野地区会合に出席開始 ○若狭町のイベントへの参加 （法人説明会、現地見学会等）○２年次の研修、自主栽培計画

○末野祭り参加（３月） ○研修発表会（報告会）

基
本
の
指
導

①朝礼・終礼時

○活動記録の指導 ○活動記録の継続指導 ○活動記録の高度化指導 ○栽培管理記録の整備

（日報・週間計画／活動表） ○麦後の作付計画（作業手順と分担）○転作計画、春の野菜作付計画 ○次年度の作付け計画、経営計画

○日々の農作業手順の話 ○日作業、週作業の話 ○加工品のアイディア ○冬の行事、作業

②若狭町・

末野の農業

○気象・雪・霜・土壌／水利／鳥獣害 ○日照・風向き ○農地の整備と排水管理 ○直販事業、販売事業について

○水田のくせ、畑の注意点 ○転作集団化

経営課題
○農業経営の基本 ○稲作の経費構造、経営指標 ○自営農家経営と法人経営 ○次年度の法人経営立案

○活動記録システムの必要性 ○畑作の経費構造、経営指標 ○農業の市場環境と経営指針 ○年間の活動総括

実
践
の
指
導

①機械運転

農具の使い方

○安全と基本動作 ○管理機運転 ○コンバイン 収穫作業 ○機械メンテ・点検整備研修

○田植え機 作付作業 ○除草・草刈 ○トラクター 耕起作業 ○大型特殊免許等の習得

②堆肥・肥料の使い方 ○基肥と作目ごとの肥料の使い方○作目ごとの追肥 ○作目ごとの基肥・追肥 ○大型ハウス内での軟弱野菜の栽培・出荷

③農薬の使い方 ○なぜ殺虫剤か ○混合剤、除草剤の使い方 ○低農薬剤 ○大型ハウス内での花卉の栽培・出荷

（
主
要
作
目
）

水稲
○土づくり ○育苗 ○田植え ○いもち防除 ○害虫防除 ○稲刈り ○乾燥、脱穀 ○有機肥料の製造・販売

○草刈・除草 ○水管理 ○草刈 ○水管理 ○次年度向けの土づくり ○冬期圃場の起耕・追肥・草刈等管理

大麦 ○穂肥（３月） ○赤カビ防除 ○赤カビ防除 ○刈り取り・出荷○大麦転作田の排水、播種 ○露地軟弱野菜の栽培・出荷

麦後の作付け ○そば、大豆等々播種 ○各種収穫 ○収穫後の土つくり○露地花卉の栽培・出荷

体験畑での野菜 ○野菜播種、苗定植 ○春野菜収穫○秋野菜播種 ○夏野菜収穫 ○秋野菜収穫 ○冬野菜播種 ○液肥等ハウス用肥料の製造・販売

ハウス栽培 ○苗作り ○施設もの定植 ○トマト等の収穫 ○花、軟弱野菜の播種 ○麹・味噌加工品の製造販売

就
農
の
指
導

①栽培座学

農楽教室

◎水稲栽培 ◎水稲収穫・販売 ◎大麦栽培 ◎物産店販売総括

（講師：県支援部等） （講師：認定農業者等） （講師：県支援部等） （講師：物産協会等）

◎野菜栽培 ◎野菜栽培 ◎果樹・加工 ◎農業経済と経営

（講師：県支援部等） （講師：若狭物産協会等） （講師：県支援部・物産協会等）（講師：県支援部等）

②農業者の座学

◎若狭町の農業組織 ◎若狭町の有機農法の取組み ◎認定農家・アグリ等交流会 ◎農業経営と集落

（講師：町産業課等） （講師：有機農家等） （講師：県支援部等） （講師：県支援部・町産業課等）

◎若狭町の先進農業組織 ◎循環型社会 ◎担い手交流会 ◎農村公園での加工開発

（講師：認定農業者等） （講師：町産業課等） （講師：町産業課等） （講師：県支援部・物産協会等）

③集落行事への

参加、加工、

直販、交流会

◎えびす神社祭り・末野の歴史 ◎末野八幡神社祭礼・運動会等参加 ◎熊川いっぷく時代村・えびす祭等参加 ◎健康食品開発

（講師：末野区長） ◎麹・味噌加工品の加工開発

◎陶芸須恵野焼の体験 ◎農村公園の収穫祭開催

（講師：杉井敬三氏）

若
狭
町
定
住
へ
の
勉
強
会

①若狭町の施策

◎若狭町の歴史と集落自治 ◎若狭町の観光について ◎地方自治とまちづくり ◎若狭町の営農計画

（講師：町文化財保護委員等） （講師：町観光交流課等） （講師：町三役・地元議員等） （講師：県支援部・町産業課等）

◎若狭町の施策・まちづくり ◎グリーンツーリズムについて

（講師：若狭町長等） （講師：町観光交流課等）

②日本の農政

都市と農村

◎都市の若者と農業・農村の展望◎国・県の農業制度と事業 ◎県の農政と先進地事例および交流◎新規就農および定住施策

（講師：類設計室） （講師：県支援部等） （講師：県支援部等） （講師：県農業会議・県支援部・町産業課等）

③体験学習

ネット事業

◎ネット事業の構想 ◎まちづくり・活性化事業の展望◎体験学習と都市交流について

（講師：アグリ・県農業会議研修等） （講師：町政策推進課等）

○農業総合公園内に、体験田、畑、ハウス 約１ha

○水稲栽培用の田 約２４ha

○転作（大麦、野菜） 約８ha

○その他（果樹、景観作物等） 約２ha

表１ かみなか農楽舎の研修スケジュール

研修では、実践的な栽培研修から農業経営学習まで、就農・定住に必要な生活指導までを行います。また、
若狭町についての学習と地域交流を盛り込んでいます

□研修生の受け入れ条件 ■ 法人の規模
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イ 研修内容

研修期間は２年間．この間，研修生は

かみなか農楽舎施設内で寝食をともにす

る共同生活を送る．農業技術を学ぶだけ

ではなく，農村での暮らし，歴史，文化

を学ぶとともに，地元住民との交流を通

じて地域の一員となることを目指してい

る．

研修内容，スケジュールの詳細は表１

のとおりであるが，大きくは農業技術に

関する実践指導と座学とに分かれている．

農業技術に関する実践指導は，農楽舎

内において社員等が水稲，大麦，そば，

大豆及び野菜（ミディトマト，一寸そら

豆等）に関して，農業機械運転，農具の

使い方，堆肥・肥料の使い方，農薬の使

い方，栽培技術等についてマンツーマン

で行われる．また，補えない部分につい

ては，卒業生や認定農業者などの協力の

下に行われる．

また，座学では，栽培技術に加え，農

業簿記（３級を受験），農業経営事例研

究，関西地方の飲食店への飛び込み営業

による販路の開拓体験，商品開発，経営

企画，広告企画等の就農後経営者として

必要となる能力養成も含まれている．こ

の座学に関しては,若狭町職員，町議会

議員，ＪＡ職員や地域の認定農業者も講

師となるが，福井県の嶺南振興局の職員

が年間20回程度のオムニバス方式の講

義を行っている．漬物，味噌，そばの農

産物加工品の製造研修もある．

更に，地域住民代表の区長が神事など

の伝統行事や地域の歴史を解説するなど

地域社会に対する理解を深める講義もあ

る．

この他，かみなか農楽舎において年間

を通じて行われている体験学習事業の来

客者の応対も研修の一環としてなされて

いる．
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かみなか農楽舎は，先述のとおり「都

市からの若者の就農・定住を促進し，集

落を活性化する」ことを大きな目的とし

ていることから，研修１年目の秋（10

月）に行われる地元認定農業者との交流

会を皮切りに町内就農に向けた活動が開

始される．２年目の夏（７月）くらいか

らは，どのような農業（経営面積・作物

かみなか農楽舎 就農・定住事業の概要

図１ かみなか農楽舎研修終了後の経営継承・法人入社等イメージ
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など）がしたいのかなどの具体的な面談

を行政（県・町）とかみなか農楽舎職員

とした上で町内のどの場所で就農するこ

とが妥当かなどを話し合い，３�程度の

農地，農業機械，住宅を斡旋するととも

に，就農先の集落での世話人を確保し，

卒業後スムーズに希望集落で就農できる

よう準備を進めている．

世話人は，研修生と地元集落の住民と

の仲介役を担いつつ，研修生に農業技術

や生活についてのアドバイスを行う．ま

た，世話人となる農家は，その後卒業生

に経営を移譲する場合や卒業生と共同で

農業を営む場合もある．（図１）

これらの研修生に対しては，資金面で

も各種の支援が行われている．

２年間の研修期間中はかみなか農楽舎

の施設で寝食をともにすることから，住

居費はかからず，食事代として月１万円

程度が徴収される．国民健康保険，国民

年金には自己加入だが，労災保険は法人

負担となっている．奨励金として，１年

目には月５万円，２年目には月７万円が

支給される．ただし，国の事業である青

年就農準備金（準備型）150万円×２年

間を受給する場合は，この奨励金は支払

われない．就農時には，42万円の就農支

度金が支払われる．その他にも表２「新

規就農者支援事業一覧」にあるとおり，

国の事業に加え，就農初期の経営安定の

ための奨励金，小農機具等の整備費補助，

農機のリース，住宅費の助成に関して県

・町の事業及び町単独事業が用意されて

いる．

②インターンシップ事業

ア 受入時期

夏休み（７月下旬～９月中旬），春休み

（３月），通年（社会人）

イ 受入対象

大学生３・４回生（長期休み）１・２回

生でも可．社会人（２０～３０代）

ウ 受入期間

２週間から１カ月程度．ただし，２週間未

満の短期インターンシップでも可．

エ 体験内容

・研修生と一緒に，その時期の農作業を

実施

・農楽舎の施設で，研修生と共同・自炊

生活

・農楽舎のある末野集落，地域の折々の

行事に参加

・実施している農業体験事業で，子ども

達と一緒に体験作業

オ 受入方法

・大学のインターンシップ派遣先として

登録し受け入れ

・学部・学科等と個別協定を結び受け入

れ

・日本農業法人協会を通じて受け入れ

カ 費用の負担

交通費のみ参加者負担．宿泊費，食費の

負担なし．保険加入費必要．

＜参考＞

インターンシップの受入数全国８位

③体験事業

ア 月１回，週末１泊２日を基本とした通

年事業．農を中心に海，山も素材とした

体験学習とし，親も子どもも楽しめるプ
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事業名 事業内容 区分 助成額

新規就農者
確保事業

青年就農給付金事業
（準備型）

里親研修等で研修を受ける場合、研修期
間中に年間１５０万円（最大２年間）を支給

－ 最大２年間 １５０万円／年

青年就農給付金事業
（経営開始型）

年間所得２５０万円以下の新規就農者に対し
て年間１５０万円（最大５年間）を支給

－ 最大５年間 １５０万円／年

事業名 事業内容 区分 助成額

新規就農者
経営支援事業

研修奨励金 就農初期の経営安定のため奨励金を交付 非農家出身者

１年目 １５万円／月

２年目 １０万円／月

３年目 ５万円／月

小農具等整備奨励金
経営開始時に必要な小農機具等を整備す
るための奨励金を交付

非農家出身者 １００万円以内×１／２

新規就農者住宅確保支援事業
県外からの新規就農者の住宅費に対して
の助成

県外からの
新規就農者

家賃（５．３万円以内）×１／２×３ヵ年

就農支援資金の概要
貸付条件

区 分 貸付限度額 償還期間（据置期間）

就農研修資金 国内外先進農家等における研修 青 年 １５万円×研修期間 ２０年（９年）以内

研修カリキュラムに従い、普及指導員等の指導を受けながら実施す
る研修

青 年 ２００万円 ２０年（６年）以内

就農準備資金 就農先の調査、住居の移転等に必要な準備経費 青 年 ２００万円 ２０年（９年）以内

就農施設等資金
（債務保証の対象）

経営開始後５年間
施設・機械購入費、肥料、種苗、農薬等購入費など

青 年 ３，７００万円 １２年（５年）以内

中高年 ２，７００万円 １２年（５年）以内

事業対象者
認定就農計画について福井県知事の認定を受けた認定就農者（認定就農者になることが確実な方を含みます）で、就農にあたっ
て必要な研修を受けるなどにより、基本的な技術を習得している方。

事業内容
コンバイン、パイプハウス等就農計画の実施に必要な機械等を購入に比較して約３分の１の価格でリースします。リース料につ
いては月払いとなります。（※原則として連帯保証人が必要です。）

リース料率

機械等の耐用年数 リース期間 月額リース料率

４～５年のもの ３年（３６ヶ月） ３．４２％

５～７年のもの ４年（４８ヶ月） ２．７２％

６～８年のもの ５年（６０ヶ月） ２．３１％

７～１１年のもの ６年（７２ヶ月） ２．０３％

８～１３年のもの ７年（８４ヶ月） １．８３％

※事業の実施に当たっては市町の承認が必要です。

事業費 １００万円以上（標準金額４５０万円）

申請先 社団法人ふくい農林水産支援センター（福井県新規就農相談センター）

事業名 事業内容 区分 助成額

新規就農者農業法人等経営参画奨励金
農業法人等へ構成員として経営参画する
者に奨励金を交付

－ 最大３年間 ８万円／月

新規就農者農業機械等整備事業補助金
経営開始時に必要な農業機械等を整備す
るための補助金を交付

町外からの
新規就農者

４０万円以内×１／２

新規就農者住宅家賃助成金
町外からの新規就農者の住宅費に対して
助成金を交付

町外からの
新規就農者

家賃（３万円以内）×１／２×３ヵ年

表２ 新規就農者支援事業一覧
平成２５年４月

●新規就農総合支援事業（国による支援制度） ４５歳未満の者

※準備型については、研修終了後に就農しない場合等は給付金を返還する。
※経営開始型については、人・農地プランへ位置付けされることが必要である。

●新規就農者支援事業（県・町による支援制度：認定就農者が該当） ４５～６０歳未満の者

※５年以内に離農した場合は奨励金を返還する。

●就農支援資金（無利子でサポート：認定就農者が該当） ６０歳未満の者

※区分欄の青年は１５歳～４０歳未満、中高年は４０歳～６５歳未満を指します。
※就農施設等資金につき、青年は２，８００万円（中高年は１，８００万円）を超える部分について、融資率は１／２以内となります。

●新規就農者機械等リース事業（県・町による支援制度：認定就農者が該当） ６０歳未満の者

●新規就農者支援事業（町による独自の支援制度） ４５歳未満の者

※要件有り
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ログラムを提供．

イ 保育所，学校等の団体向けの平日，日

帰り体験

ウ 週末・長期休暇に行う単発企画の体験

＜参考＞

・体験事業の参加者は４年連続で2,250

人以上をキープ（10年延べ数１万

7,000人以上）

・遠隔地団体客の体験事業のリピーター

率 40％

④農業生産事業

水稲24�，転作（大麦，そば，大豆）８

�，野菜２�，ハウス４棟

⑤直販事業

朝市，直売所，出店販売及び都市消費者に

対するネットワーク販売

これらのかみなか農楽舎の事業展開につい

て指摘しておく必要があるのは，かみなか農

楽舎に２割出資し，３人の役員のうち１名を

出している類設計室（＋類農園）である．

類設計室は都市計画・地域計画，建築設計・

監理等を業務内容とする東京・大阪に本社を

置く株式会社であるが，関連会社として有限

会社類農園がある．

類農園は「農業が地域を再生し，脱市場社

会への核となる」との考え方の下，耕作放棄

地などの農地を大規模に引き受け，併せて農

業体験のための宿泊施設の建設を進めている．

奈良県と三重県に農園がある．奈良農園では

高原野菜や奈良県の伝統野菜を生産している．

三重農園では30�を超える大規模な水稲を

中心に，茶，自然薯等を生産している．また，

都市型直売所を設立し，直売所を核として生

産者と消費者のネットワークの拡大と信頼関

係を深め，それを脱市場社会の突破口としよ

うとしている．

かみなか農楽舎の平成24年営業報告では，

総売上6,614万円，うち農業生産事業5,314

万円，研修事業802万円，体験事業498万円，

経費6,010万円となっている．若狭町からの

年間800万円程度の手厚い支援もあるが，か

みなか農楽舎が有限会社として黒字経営とな

っているのは，類設計室の法人運営，農業体

験の企画，市民や学生のネットワーク作りな

ど，農園運営のノウハウが活かされていると

ころが大きいと考えられる．特に，若狭町の

魅力を町外にＰＲする「広報施策」，「サポー

ターの組織化」，「体験学習の参加者の募集」，

「体験学習の運営体制づくり」，「直販ネット

ワークづくり」等で類のノウハウが活かされ

ている．町，地元集落，類の３者による半官

半民の農業生産法人としての「かみなか農楽

舎」は新規就農者の研修と農業体験活動の運

営を兼ねた生産法人としては全国初の試みで

あり，この点は看過できない．

Ⅱ．かみなか農楽舎の就農定住事業の取組実績

かみなか農楽舎の研修事業の結果，卒業生

34名のうち町内に就農または定住した者は

21名となっている．これらの町内就農・定

住者の経営作物等の状況は表３のとおりであ

る．概して言えば，就農10年程度を超えれ

ば，10�以上の規模で経営しており，それぞ

れの集落で認定農業者等となり，担い手とし

て活躍している様子が窺える．また，既に卒

業生全体では，若狭町の農地の１割を超える

面積を集積している．更に，2010年センサス
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で45歳未満の基幹的農業者が25名であった

ことと照らし合わせると，かみなか農楽舎卒

業生がその大半を占めており，地元出身者に

よる45歳未満の新規就農者はほとんどいな

いということが分かる．ちなみに，卒業生の

属性は年度により異なるものの，脱サラ組が

多く，インターンシップ事業に参加した新卒

大学生もいる．

就農者は大半が水稲を栽培しているが，野

菜との複合経営もみられる．また，中には加

工，農家民泊，陶芸に取り組んでいる者もあ

る．

各人の経営については，かなりシビアな考

え方をもっており，各経営の今後の収益拡大

について継続的な模索を続けている．また，

卒業生同士や都市や他地域とのネットワーク

を形成して産直体制を構築する活動もある．

それぞれ，誰にも負けない強いやる気と農

業に対する自分の確たる信念をもった若者で

ある．

Ⅲ．今後の新規就農支援策のあり方について

全国では，新規参入者の就農時の中心作物

は，53％が野菜であり，水稲は13％にすぎな

い．１また，新規に稲作で自営就農した者の

年齢構成をみると66％は60歳以上であり，

39歳以下は７％にすぎない．２

このようななかで，20代30代の若者が水稲

を中心とした農業者として都市から移住して

経営しているというのは驚きである．

かみなか農楽舎が土地利用型農業において

このように新規就農と定住に成果を上げてい

る要因は何であろうか．

氏名 年齢 出身 作物（農法） 集積（ｈａ）就農 法人設立等 備考

Ａ ４０ 大阪府

12年

水稲、野菜（露地）、加工 ２５．９ ○ Ｈ１７氣ごころや 認定農業法人

Ｂ ４１ 京都府 水稲、野菜（施設）、加工 ８．７ ○ 認定農業者（施設園芸Ｇかみなか育ち）

Ｃ ３４ 埼玉県 水稲、野菜（施設） ５．７ ○ 認定農業者

Ｄ ３５ 大阪府 水稲、農家民泊 １１．６ ○ 認定農業者

Ｅ ３５ 東京都 水稲、野菜（露地）、農家民泊 ３４．２ ○ Ｈ１８たごころ農園 認定農業法人

Ｆ ３７ 東京都

11年

水稲（有機）、陶芸 ３．２ ○

Ｇ ３３ 神奈川県 水稲、野菜（露地） ７．０ ○

Ｈ ３２ 東京都 野菜（露地） △ 平岡氏と夫婦で経営

Ｉ ３６ 東京都

10年

水稲 ３０．０ ○ Ｈ１８山心ファーム 認定農業法人

Ｊ ４２ 大阪府 水稲（不耕起）、農家民泊 １０．６ ○ 認定農業者

Ｋ ３１ 大阪府 農業体験、自然体験 ３４．０ ◎ Ｈ１８農楽舎入社

Ｌ ３３ 千葉県

9年

野菜（露地、施設） ◎ Ｈ１９農楽舎入社

Ｍ ２９ 京都府 水稲、野菜（施設） １４．６ ○ Ｈ１９神谷農園 認定農業法人

Ｎ ３０ 大阪府 水稲 ◎ Ｈ１９農楽舎入社

Ｏ ２６ 福井県 ８年 水稲、果樹（梅） ４．７ ○ 自家の農業を継承

Ｐ ３７ 千葉県
６年

水稲 ２．３ ○

Ｑ ２７ 埼玉県 果樹（梅） １．５ ○ 梅農家

Ｒ ２６ 大阪府 ５年 野菜（露地、施設）、陶芸 ◎ Ｈ２３農楽舎入社

Ｓ ２４ 兵庫県 ４年 水稲、野菜（露地） ○ Ｈ２４たごころ農園 認定農業法人

Ｔ ２４ 鳥取県 ３年 とうき（露地） ０．５ ○

Ｖ ３４ 東京都 １年 水稲、野菜（露地、施設） ◎ Ｈ２５農楽舎入社 認定農業法人

１９４．５

若狭町 H１７合併 水稲、野菜、梅、梨など １８，２６６．０ 認定農業法人１８団体、認定農業者４６名、集落営農組織６団体

表３ 研修終了者の若狭町における新規就農・定住事例等

町内就農・定住者 ◎…農楽舎入社 ○…就農 △…家族経営・定住

※卒業生３４名のうち２１名が町内に定住している。
町内在住関係家族１８戸 ４６名（平成２５年４月現在）
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まず第１にあげられるのが，地元農業者の

全面的な関わりである．先述のとおり，かみ

なか農楽舎は地元集落で就農することを目標

・成果としている．したがって，農業経営者

として自立できるように農業技術や経営ノウ

ハウを実践的なプログラムの下に習得させて

いるが，なんと言っても，地元農家が務める

世話人の役割は大きい．世話人が将来的に卒

業生に経営を移譲することを前提に卒業生と

共同で農業を営むこととなっている点は非常

に効果的であり，就農・定住が成功している

秘訣ではないかと思われる．水稲を中心とす

る経営を行う上で必須となる水田，農業機械

という生産手段があることは，土地利用型農

業を新規に始める上では願ってもないことで

ある．もちろん，世話人としては，自身の子

供，親類ではなく，都会から落下傘でやって

きた当初は見ず知らずの若者に経営を引き継

ぐというわけであるから，そうそう簡単なこ

とではない．そのための工夫もなされている．

工夫としては，そのような地元農家の経営

を引き継げるような若者かどうかを慎重に吟

味していることである．応募段階では100名

程度あるが，最終的に研修生として採用され

るのは３～５名程度である．最初から少数精

鋭を選び出し地元農家等がマンツーマンで指

導，助言して確実に人材を育てていくという

いわば我が子を育てていくがごときシステム

をとっている．このようなやり方は特に土地

利用型農業では必要なことである．土地利用

型農業では，農業集落の農地が必要であり，

水利用などでは農業集落全体の決まり事やや

り方と協調して農業を営む必要があるからで

ある．

第２に，地元自治体や県などの行政組織の

全面的なバックアップがある．そもそもかみ

なか農楽舎というような都市の若者を研修生

として受け入れて，就農・定住してもらおう

という発想を持ち，施設を建設し運営してい

くということを若狭町が企画，実行したこと

自体賞賛すべきことである．森下町長等の郷

土に対する思いやリーダーシップがあって初

めて実現した事業と言える．また，奨励金や

農機具の取得，住宅などの面で継続的に予算

措置がなされている点も心強い．さらに，県

も出先機関の普及員等が講師となるなど関係

機関が一体となって運営に関わっているとい

う点も評価できる．

第３に，かみなか農楽舎は就農定住事業を

主軸としているが，かみなか農楽舎自体が有

限会社として，採算性をもって自立経営をし

ている点も注目される．新規農業者を育成す

る機関としては，既存のものとしては，農業

高校，県の農業大学校がある．こうした機関

は県予算によって運営される組織であり，独

立採算組織ではない．３

しかしながら，かみなか農楽舎は半官半民

の有限会社である生産法人として独立採算組

織となっている．かみなか農楽舎自体が水稲

等を生産販売する他，体験事業等から収益を

あげ組織自体の維持・運営に公費を要してい

ない．若狭町からは，800万円程度支出され

ているが，それは研修生への奨励金等に充て

られている．

このような独立採算組織として運営できて

いることについては，先述した民間株式会社

である類設計室のノウハウを活かしているこ

とも再度記しておく．

もっとも，かみなか農楽舎における就農・

定住事業は，あくまで水稲を主要作物とする
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土地利用型農業を地元集落で今後とも継続し

て営んでいけることを前提とした仕組みであ

る．個々の就農者の収益強化という点では，

園芸作物等のより収益性の高い作物の生産や

６次産業化の取組などの点では必ずしも十分

ではないと思われる．また，個々の就農者の

経営にとどまらず，個々の就農者や加工業者

などとのネットワーク，連携により地域全体

での農業収益を増やす新たな取組，特に若狭

町では梅が特産であることから，この梅をか

らめた地域全体の新たな仕掛けや仕組みが考

えられても良いと思われる．例えば高知県の

馬路村のゆずを核としたブランド商品を開発

して地域全体で売り出していくといった取組

に発展していくことも考えられて良いと思う．

いずれにしても，他地域で就農・定住事業

をはじめる場合には，特に土地利用型農業の

場合は，このかみなか農楽舎の仕組みは大い

に参考になる．個々の新規就農者について，

① 倫理観，哲学，使命感等の農業経営者と

しての基礎となる能力である「人間力」

② 農業者に求められる知識，技術に裏付け

られた地域農業の実践力である「農業力」

③ 経営者に求められる知識，技術に裏付け

られた判断力及び決断力である「経営力」

④ 農業経営を取り巻く社会への適応力及び

変革力である「社会力」

を備えた人材育成を図ることは重要である．

これに加えて，同時に地域の農業をどうす

るのか，どのような農業者又は農業生産・販

売組織を育てていくのかといったビジョンの

下に仕組みの検討が行われるべきものと考え

る．

最後に，現在農林水産省において講じられ

ている新規就農支援施策について若干の提案

をしたい．平成24年度，農林水産省におい

て講じられている新規就農支援施策は，図２

のとおりとなっている．就農準備段階では，

① 新規就農を目指す者が農業技術の研修中

に年間150万円を最長２年間給付する青年

就農給付金（準備型）

② 就農希望者や経営発展を目指す農業者等

に対して，高度な経営力，地域リーダーと

しての人間力等を養成する地域の農業経営

者育成の中核教育機関（県農業者大学校等）

が教育改善計画の策定を行ったり，一般社

団法人アグリフューチャージャパンとの連

携の下実施する取組経費の一部を補助する

技術習得支援事業

が新規就農総合支援事業のなかで実施されて

いる．

研修実施機関に対する支援として農の雇用

事業があるが，就農開始後であり，就農準備

段階では講じられていない．就農開始前の研

修生に対する支援に加えて，研修実施機関で

ある法人に対する研修経費を助成することも

考えられる．かみなか農楽舎でも職員が生産

活動に追われつつも研修生に対して農業技術

指導に当たっているし，地域の農業者がマン

ツーマンで指導している．また，就農に当た

っても，世話人となる農家とのマッチングや

世話人の諸活動等実際には様々な経費がかか

っている．卒業後の経営が不安定な時期の支

援としては青年就農給付金（経営開始型）が

用意されているものの，自ら販路開拓や新商

品の開発を行う場合，かみなか農楽舎では，

卒業生同士のネットワーク等が活用されてい

るようであるが，広い視野や違った視点から

相談にのるコンサルタントのような者がサポ

ートする体制があればよりスムーズに経営を
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安定化できるのではないか．こうしたソフト

経費に対する助成も考えられる．

また，研修施設の建設や農地，機械の取得

等についてのハード支援も考えられる．

ただし，

① 現在及び将来の地域の農業や活性化に対

する思い，熱意を下にした関係行政機関，

地域住民，民間企業が一体となった手作り

の取組がベースにあるべきであり，単に形

を整え，公費を投入すれば自動的に就農・

定住が実現するというものではないこと

② どのような農業者として就農させるのか，

土地利用型農業か施設型農業か畜産酪農な

のか，また，地域の実情によって研修内容

や就農支援の方法は異なること

③ 新規就農者を確実に排出・定着させる仕

組みが構築されているのか．新規就農者が

自立経営できる仕組みや内容に対する支援

となっているか

などに留意し，支援事業の検討，構築及び実

施に当たる必要があると考える．

その意味で，かみなか農楽舎が地域全体の

思いをベースに独立採算で研修事業を主軸と

しつつ事業を実施し，成果をあげていること

に改めて敬意を表したい．

注）

１ 新規就農者（新規参入者）の就農実態に

関する調査結果（平成23年３月全国新

規就農相談センター）

２ 農林水産省統計部「21年新規就農者調

査及び2005年農林業センサス」（組替集計）

３ 民間の研修機関としては，鰐淵学園農

業栄養専門学校，八ヶ岳中央農業実践大

学校，日本農業実践学園，中国四国酪農

大学校等がある．

図２ 平成２４年度から新しく始まった新規就農支援施策の全体像
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